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抄　　録

精神疾患は5人に1人が経験し、その約75%は25歳以前に発症するとされている。自身のメンタル
ヘルス不調・精神症状に対して、若年者の多くは戸惑いを覚え、時に自身を責め、自ら援助希求行動に
至るには極めて高いハードルがある。その結果、家族や友人、学校、職場、さらには社会から孤立する
ことも稀ではない。そのうえ昨今の新型コロナウイルス感染症の拡大、いわゆる「コロナ禍」の影響に
より、他者との物理的つながりのみならず、心理社会的なつながりすら希薄となっている若年者も多
い。近年、精神科早期介入の一つの流れとして、若年者に向けた地域の早期相談・支援窓口を設置す
る試みが世界的にある。本邦においても、2019年より厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研
究事業「地域特性に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システム開
発についての研究（MEICIS）」の一環で、東京都足立区にワンストップ相談センター「SODA」が開設
され、実証的な取り組みを行っている。SODAにおいて、オンライン面接を含め相談・支援を実施す
る中で、若年者の孤立・孤独がコロナ禍のため一層深刻化している様子が浮かび上がっている。

1．はじめに
精神疾患は5人に1人が経験し、その約75%は25歳以前に発症するとされている（Kessler et al., 

2007）。人生で初めて体験した未知の感覚であろう自身のメンタルヘルス不調・精神症状に対して、10
代前半～20代前半の若年者の多くは戸惑いを覚え、時に自身を責め、自ら援助希求行動に至るには極
めて高いハードルがある。その結果、家族や友人、学校、職場、さらには社会から孤立することも稀で
はない。そのうえ昨今の新型コロナウイルス感染症の拡大、いわゆる「コロナ禍」に伴う生活様式の急
激な変化は、全世代に大きな負の影響を与えていることは間違いないが、特に精神疾患の好発年齢で
ある若年者においては、深刻な影響が報告され始めている（Czeisler et al., 2020）。コロナ禍により、他
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者との物理的つながりのみならず、心理社会的なつながりすら希薄となり、若年者の援助希求を妨げ
る壁はより一層高くなっている。そこにどれだけの困難や葛藤があるかを今一度考える必要があるだ
ろう。若年者の抱えるメンタルヘルス不調・精神症状は、多分野多領域にまたがる困難と密接に関連
しているため、若年者が早期に援助希求に至ることができるよう、医療機関も含めた地域における連
携体制が欠かせない。その具体的な手法として、さらにコロナ禍が深刻な影響を与える若年者を取り
巻く社会課題の解決策として、これまで医療機関を中心に培われてきた精神科領域の早期介入のエビ
デンスを、地域の早期相談・支援という形に応用して社会実装することが光明となり得る。本稿では、
ワンストップ・ケアの理念を基にスタートした若年者に向けた早期相談・支援窓口「SODA（Support 
with One-stop care on Demand for Adolescents and young adults）」について、コロナ禍における実
践を含めて、その取り組みを報告する。

2．精神科早期介入から地域の早期相談支援へ
1990年代より活発になった精神科領域の早期介入研究・臨床実践は、当初、統合失調症を中心とし

た精神病性障害をその主な対象としていた。精神病未治療期間（duration of untreated psychosis：
DUP）を指標として、精神病性障害に対して早期発見・早期治療を行うことで予後が改善されること
が示されるなど、早期介入の重要性を裏付ける研究結果が世界各国で相次いだ（Ito et al., 2015）。さら
に、精神病性障害のリスク状態at-risk mental state for psychosis（ARMS）に注目が集まりその操作的
同定基準が提示され、予防も視野に入れた試みへと広がっていった（Yung et al., 1996）。一方で、
ARMSは当初想定されていたよりも、多様な症状、転帰を持つ一群として多くの議論を呼ぶこととな
った。近年では、ARMSの多様性に関する議論も相まって、精神科早期介入の流れはその裾野を大き
く広げ、精神病性障害のみならず精神疾患全体をその対象として取り組みが進んでいる。また、精神
疾患を「健常～非特異的なメンタルヘルスの不調～リスク状態～顕在発症～不全寛解・慢性期」とグ
ラデーションを持つ次元構造と仮定する「臨床ステージ分類clinical staging」の考え方を、精神疾患全
体に拡大して当てはめる試みも注目されている（Shah et al., 2020）。

同時に、早期介入のサービスモデルについても、多くの実践を基にした検討がなされてきた。その
代表は、初回エピソード精神病性障害やARMSを対象とし、早期精神病に特化した医療サービスを提
供する試みである。オーストラリアにおけるEPPIC（Early Psychosis Prevention and Intervention 
Centre）はその走りである。本邦においても例えば、富山大学における「こころのリスク外来」、東北
大学における「SAFEクリニック」は専門外来という形で、東邦大学における「イルボスコ」は専門デ
イケアという形で実施されてきた。早期精神病に対する専門医療サービスの有用性は世界的に報告さ
れ、近年ではその費用対効果に関する肯定的な報告も増えつつある（Aceituno et al., 2019）。

しかしながら、医療モデルによる早期介入を実践する際に大きな課題となることは、精神疾患を発
症した、またはリスク状態を呈した若年者が、医療機関の受診に至るまでのハードルの高さである。
残念ながら、多くの若年者において、微弱な精神病症状に限らず抑うつや不安などメンタルヘルス不
調を抱えても医療機関へ援助希求には至らず、精神疾患の顕在発症に至ってもなお、医療機関へ早期
に援助希求するには困難を極めている。実際に、ARMS専門のクリニックを設置するなどハイリスク・
アプローチによる早期介入の効果は、地域全体でみると極めて限定的であるという批判もなされてい
る（Ajnakina et al., 2019）。この背景には、スティグマ（偏見）による医療機関への援助希求の敬遠や、
若年者の抱えている困難が医療以外の多領域にもわたることによる援助希求先の不明瞭さ、さらには
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経済的困窮など、様々な問題がある。ここへきてコロナ禍は、深刻な追い打ちである。コロナ禍にお
いては、外出が物理的に制限されることや、感染対策あるいはその不安から対人接触を避けるなど、

「気軽に話をする」ことすらままならない状況にある。その中で若年者が、自らの困難を他者に打ち明
けるといった援助希求行動から一層遠のくことは想像に難くない。

近年、若年者が物理的にも心理的にも気軽にアクセスが可能な地域の「早期相談・支援窓口」を社会
実装する動きが世界的にみられる（Hetrick et al., 2017）。具体的な機能としては、精神疾患を有する
か否かなどで利用対象を制限せず、若年者が何かしらの悩みや困難を抱えた際に、医療以外の如何な
る問題でも「ワンストップ」で受け付けて、地域における早期の援助希求先となることを目指したサー
ビスである。精神疾患の発症前後の若年者に対して、医療相談を含む包括的な相談を実施し必要な支
援の道筋を立てていくことで、疾患の予防や軽症化につながることが期待される。ただし、この窓口
においては、最新の知見に基づく適切な見立てや支援のみならず、過剰な医療化を防ぐことやスティ
グマを扇動しないための配慮は必須であり、「臨床ステージ分類」の概念や、発症閾値以下のリスク状
態に関する理解など、これまで主に精神科領域の早期介入として培われてきたエビデンスに基づいた
運用が必要である。この取り組みが早くから進むオーストラリアでは、「headspace」と呼ばれるセン
ターをオーストラリア全土に設置している（McGorry et al., 2019）。センターの設置数は年々増加し、
2021年現在では110ヶ所を超え、国家規模のプロジェクトになっている。アジアでも、シンガポール
における「CHAT（Community Health Assessment Team）」など、各国の医療制度や地域特性に応じ
た実践が進みつつある（Lee et al., 2019）。

3．本邦における早期相談・支援の実装
本邦では平成25年からの第6次医療計画の中で、精神疾患は、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病

と並んで、新たに5疾病の一つとして指定され、その医療体制のあり方についてさまざまな検討がな
されてきた。平成29年には「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」において、今後、

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を目指すことが示された。本システムの理念
として、精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが地域の一員として安心して自分らしい暮らしを
することができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括
的に確保されることが掲げられている。すなわち、その対象は一部の精神障害を有する者のみではな
く地域住民全体であり、障害の増悪防止や社会復帰支援といった三次予防のみならず、一次・二次予
防の視点も欠かせない。本システムは現在進行形で具体的な構築方法が検討されている段階である
が、若年者に向けた早期相談・支援窓口を本邦の実情に合わせて社会実装することは、本システムを
持続可能（sustainable）なものとするためにも合理的な方法である。早期段階での対応による精神疾患
の発症予防や軽症化、また罹患した際においても早期の社会参加や社会復帰を目指す、システムにお
ける「入口と出口」への対応により、システムの運用を機能的にも財政的にも、より現実的かつ理想的
なものとすることができる。

この中で、平成31年度より厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業として、「地域特性
に対応した精神保健医療サービスにおける早期相談・介入の方法と実施システム開発についての研究」

（研究代表者：東邦大学医学部精神神経医学講座 根本隆洋）が開始され、MEICIS（メイシス、Mental 
health and Early Intervention in the Community-based Integrated care System）とプロジェクトを
名付け、研究・実践が行われている（Takubo et al., 2020） 。本邦の地域差を表す類型と考えられる４
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か所のモデル地域（京浜地区、東京都足立区、秋田県、埼玉県所沢市）を設定し、地域を問わず通底する
理念とともに、地域特性を取り入れた具体的な早期相談・支援の体制の在り方と、実現可能なモデル
を検討し、政策提言に向けた地域での実践を続けている。MEICIS足立区サイト（研究分担者：東邦大
学医学部精神神経医学講座・医療法人財団厚生協会メンタルクリニック三叉路 田中邦明）では2019年
7月より、若年者に向けた早期相談・支援窓口「ワンストップ相談センターSODA」を、中心地である
北千住駅前に開設し、実証的取り組みを行っている（図1）（内野ら, 2021）。

図1　SODAリーフレット
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4．ワンストップ相談センターSODAのサービスモデル
世界的な取り組みが進む若年者に向けた早期相談・支援窓口の実践を基に、我々は新たな取り組み

としてワンストップ相談センターSODAを開設し、概ね15～35歳の若年者の抱える多様な悩みや困
難に関して、幅広く相談を受け付けている。精神科医、精神保健福祉士、公認心理師、保健師、看護師
から構成される多職種専門チームにより、若年者の抱えている問題を整理し、生物・心理・社会モデル
に基づく包括的アセスメントを行っている。これまでに寄せられた相談内容のうち、70%以上はメン
タルヘルス不調や精神症状に関連したものであり、具体的には学校や職場でのストレス、社交不安や
パニック発作、うつ病相当の抑うつ状態などであった。中には未治療の精神病性障害が疑われる精神
症状を抱えながら、医療機関ではなく地域の窓口であるSODAへ援助希求をする例も見られた（内野
ら, 2021）。また、特筆すべきこととして、相談者は、平均2.8個の複数領域にわたる内容を同時に相談
していた。具体的には、メンタルヘルス不調以外に、学校での困難、家族問題、社会的孤立、経済的困
窮、インターネット・薬物依存、LGBTQなど多岐にわたっていた。これらの相談者は、メンタルヘル
ス不調を主訴として援助希求していない場合も多く、時間をかけて話を聞く中で、メンタルヘルス不
調と多領域にわたる困難が複雑に絡み合っている様子が明らかになっている。来談した相談者のアン
ケートにおいて90%以上は、自身の相談内容について「どこに相談したら良いか分からなかった」と
回答していた。また、相談者のうち、70%を超える者は何らかの操作的診断基準を満たす精神疾患を
抱えており、神経症や気分障害がその主たるものであった。しかし、医療機関で治療を受けていたの
はその約半数にとどまっていた。つまり、多くの若年者は精神疾患を抱えていても、援助希求先とし
て医療機関を選ばずに、地域の相談窓口に来談しているといえる。このことは、困難を抱えた若年者
にとって、医療機関を受診することが如何にハードルの高いものかを物語っている。若年者の相談窓
口において「どのような悩みでも受け付ける」ワンストップによる対応をすることにより、結果とし
て、本人が自覚していない、あるいは援助希求をしづらいメンタルヘルス不調・精神症状へリーチす
ることにつながり、早期相談・支援になると考えられる。

さらにSODAでは、主に精神保健福祉士がケースマネージャーとなり、概ね6ヶ月間を目安とした
「臨床型ケースマネジメント」を実施している。これは、ケースマネージャーが様々な関係機関の橋渡
しをする「支援の仲介者」の役割を担うだけでなく、対象者と協働的関係を構築しながら自らも心理社
会支援を実施する、「支援の提供者」の役割を担うケースマネジメントの手法である（Dieterich et al., 
2017）。自身で明確に支援のニーズを表明しにくく時にスティグマを抱えた若年者の支援において
は、関係機関を紹介するということに重きを置いた仲介型ケースマネジメントよりも、臨床型ケース
マネジメントが有用である。その支援内容は多岐にわたり、メンタルヘルス不調・精神症状に対する
精神・心理療法、就労支援、家族支援、日常生活に関わる支援、各種関係機関・社会資源の連携調整な
どが挙げられ、相談者のニーズに応じて柔軟に支援を実施している。そして、医療・教育・保健・福祉
など多分野多領域にまたがるフォーマルな各種関係機関、および家族や地域の助け合いといったイン
フォーマルな支援者による連携体制を構築していく。SODAはこれらの包括的アセスメントと臨床型
ケースマネジメントを、医療機関の受診ではなく、あくまで地域の相談として無料で利用できる常設
窓口である（図2, 内野ら, 2021より改変）。
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図2　ワンストップ・ケアにおける若年者に向けた早期相談・支援窓口のサービスモデル
（内野ら, 2021より改変）

これらの相談・支援の内容とともに、窓口の運用に関して勘所となることがある。それは、若年者
の物理的・心理的アクセシビリティの向上である。オーストラリアのheadspaceなどによる実践報告
や、若年者向けヘルス・サービスに関する世界保健機関の推奨事項では、以下のことが挙げられてい
る（World Health Organization, 2012）。例えば、開所日時は、社会参加や復帰において主体的な場所
となる学校や仕事の妨げとならないよう、夕方・夜や土曜・日曜を含み、窓口の設置場所としては、若
年者の集まりやすい繁華街の中が有効とされている。ハード面においても、通りに面した1階である
こと、開放的でカフェのような雰囲気であること、絵画や音楽などのアートを取り入れることなどが
挙げられている。SODAでは、これらのことに準じて運営している。また実践を通じる中で、相談者
が自身の絵画や手芸作品を持ち寄り展示するなどし、ピアとしての主体的な参加を積極的に受け入れ
ている。

5．コロナ禍における早期相談・支援
2019年7月にSODAを開設し、ほどなくして新型コロナウイルス感染症の世界規模の流行が始まっ

た。本邦においても、2020年4月には1回目の緊急事態宣言が発出されるなど、人々の生活は変化を余
儀なくされた。例えば、多くの学校では休校やオンライン授業への移行、企業ではテレワークの推進
など急激な変化を求められた。その余波は、若年層の自殺者数の増加など顕著な数字でも表れている
が（Tanaka and Okamoto, 2021）、若年者が抱える困難や悩みにも変化をもたらしているように感じ
る。特に、他者との物理的なつながりが極端に減ることにより、心理社会的なつながりすら希薄にな
っている者は多い。これはあくまで我々の実践を通じての印象であるが、コロナ禍の若年者に対する
影響は、感染症自体に対する不安や恐怖よりも、実生活での変化によるメンタルヘルス不調、さらにそ
れに伴う社会生活における困難の方が大きいように思われる。相談内容の変化は、本邦における感染
拡大直後よりも、そこから数か月～半年経ち、「休校明けに登校できなくなった」、「テレワークが続
き、仕事に集中ができない」、「仕事を解雇され、次の職が見つからない」などの形で表れている。さら
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に、「身近なことを、気軽に周囲の人に相談ができなくなった」とコロナ禍での援助希求の難しさに関
する意見も多い。特に、大学生は単身生活をしている者も多く、さらに就職活動の先が見えない中で、
不調を呈して来談する件数が増えた。

人間の社会生活における機能へ密接に影響する個人の要因として、内発的動機づけが注目されてい
るが、Deciらは人間の本来的な動機づけの一つとして、有意義な対人関係を持ちたいという心理的欲
求を挙げている（Deci and Ryan, 1985; Uchino et al., 2021）。コロナ禍により自然な心理的欲求である
対人関係を持つことが困難になり、物理的な孤立、心理的な孤独が社会生活に負の影響を与えること
が考えられる。しかし一方でSODAにおいて相談を受ける中では、生活様式の変化について「自分の
ペースで勉強、仕事、人間関係作りをできるようになった」と肯定的な意見も聞かれる。また、コロナ
禍により、対人関係の重要性を再認識している者も多いと思われる。この変化を、むしろ柔軟に受け
入れることが出来るのも若年者の強みと考えられる。世界的に見ても幸福度の低さが顕著とされる本
邦での生活のあり方を今一度見直す良い機会なのかもしれない（Helliwell et al., 2021）。

早期相談・支援窓口の運用における実際的な面でも、コロナ禍で変化を求められている。SODAは、
対面での面接を相談・支援の基本構造と設定して開設したが、コロナ禍以前から若年者のアクセシビ
リティを向上させるため、電話、メール、ビデオチャットによるオンライン面接、ソーシャルネットワ
ーキングサービス（Social Networking Service：SNS）、アウトリーチを柔軟に組み合わせて用いてい
た。その後、感染拡大に伴う外出自粛要請が本格化した際には、ビデオチャットを用いたオンライン
面接が感染対策の面から有効な手段と考えられた。若年者ではオンライン授業やテレワークへの移行
が急速に進んだこともあり、オンライン面接に対する抵抗感は少ないように思われた。SODAでは、
緊急事態宣言中は対面の代わりに（初回相談・継続相談いずれも）オンライン面接に切り替えることが
可能であると相談者に伝えていた。しかしながら、多くの相談者は対面での相談を希望し、オンライ
ン面接の利用は限定的であった。これには、我々が対面での面接を基本として開設した影響もあると
思われるが、若年者にとってもオンラインでは満たされない、対面だからこそのニーズがあると考え
られた。

一方で、感染対策の面以外に、オンライン面接が有用な場面も経験している。まず一つは、初回の面
接時である。初回時点で、若年者は援助希求すること自体に不安を感じていることが大半である。そ
こで、オンライン面接により、面接担当者の顔や相談する場所の雰囲気を確認することで安心が得ら
れ、2回目以降から不安なく直接来所することにつながった例がある。次に、継続的な面接をしている
相談者の臨時の利用である。若年者の支援において、継続性は非常に重要な課題であり、若年者が一
度援助希求をしても実際的な解決に至る前に支援が中断してしまうことは多い。様々な理由で来所が
できない際に、オンライン面接により、自宅や出先で気軽に相談を継続できることのメリットは大き
い。

コロナ禍の終息を一刻も早く願うばかりであるが、ポストコロナ、ウィズコロナの時代において
も、ビデオチャットによるオンライン面接は、対面での相談・支援を補完する有用なツールとなり得
る。さらには、アウトリーチにおけるマンパワーの軽減など、様々な応用が期待できる。今後、その具
体的手法や留意点について、実証的な取り組みを進めながら発信していきたい。また、現在SODAで
は匿名のSNS相談は実施していないが、そのニーズは高いと思われる。早期相談・支援において、対
面、オンライン面接、SNSとどのように使い分けるのか検討を進めていく必要があると思われる。
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6．早期相談・支援窓口の社会実装と普及
オーストラリアにおいて早期相談・支援窓口が全国的な普及を見せた背景には、headspaceが設置

される以前には、たとえば本邦における保健所・保健センターのような機関を含め、地域における相
談窓口は存在せず、メンタルヘルス不調や精神疾患に関する相談は直接、総合診療医を訪れる以外に
なかったことが挙げられる。本邦において、特に都市部では、既に多くの精神科医療機関をはじめ様々
な社会資源が存在している。しかし、それらが体系的に連携することはしばしば困難である。この解
決策として本邦では、相談の「入り口」かつ支援の「ハブ」となる専門窓口を設置し、医療機関も含む地
域の既存の社会資源を有効に活用するワンストップ・ネットワークの構築を目指すことが現実的であ
ると考えられる。今回、厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業を基に始まったMEICIS
においてSODAを開設するにあたり、地域の精神医療を担ってきた医療法人財団厚生協会東京足立病
院・メンタルクリニック三叉路の協力を得た。今後SODAのような早期相談・支援窓口を普及させる
にあたり、実施の核となる人的資源は、地域特性に応じて柔軟に変更することで、再現性が向上すると
考えられる。たとえば、保健センターなどの行政機関が若年者の支援を既に重点的に取り組んでお
り、地域の連携の核として機能している場合は、これらの職員の地域連携の土壌を生かしながら、
SODAの早期相談・支援ノウハウを利用することが実際的であると考えられる。このノウハウに関し
ては、実践的な教育方法も並行して検討する必要がある。さらに、これを持続させる財政的基盤の確
保も急務である。一方、コロナ禍においては、若年者支援の重要性がクローズアップされる機会は増
えている。未曾有の危機的状況である今こそ、これまで培われてきた精神科早期介入のエビデンス
を、地域の早期相談・支援のプラクティスとして社会実装・普及する必要があると考える。
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